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年金局事業企画課 

 

事業仕分け結果（とりまとめ内容）について 
 

 

○ 日本年金機構運営費交付金 

事業を効率化。特にコスト意識の徹底。機構の意識改革やガバナンスの強化

がまだできていないことから、かなりの意識をもって抜本的に効率的な運営を行

う。 

 

○ 紙台帳等とコンピュータ記録との突合せ 

総合評価方式を見直し、価格競争を重視した入札・調達に変えることによって

予算要求を圧縮。金額は２割程度圧縮を目標。 

 

○ コールセンター運営事業 

事業内容を見直して予算要求を２、３割程度圧縮する。第４コールセンターに

ついては撤回し、既存のコールセンターの活用等によって国民のニーズに対応

する。 

 

○ ねんきんネット 

郵便局におけるねんきんネットサービスの見直しを含めて、事業内容を見直す。

その上で予算については、全体的に1/4 程度圧縮できる。ただし、インターネット

によって年金記録をチェックすることの重要性については認識。 

 

○ ねんきん定期便事業 

インターネットではアクセスできない方のためには、郵送サービスが必要という

意見もあり、本事業を全面的に否定するものではないが、インターネットにきちん

と移行させるということをできるだけ早い段階で実施することとし、予算を3 割程

度圧縮していただきたい。 

 

○ 所在不明高齢者対策 

対策をとることの必要性については前提とした上で、地方公共団体が本来業

務として責任を持っている部分は地方公共団体にやっていただく。 
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